
 

  

 

 

 

      

 

 

国が出している補助金の他、地方自治体独自に出している補助金も数多く存在します。 

今回は東京都、福岡県、熊本県が独自に出している補助金の情報を一部ご紹介いたします。 

 

  １．東京都 ： テレワーク促進助成金 

公益財団法人東京しごと財団による、テレワークによる職場環境整備の推進を助成する制度 

（1）対象者：東京都内の中小企業で、都内に勤務する常時雇用する労働者を２名以上雇用していること 

   （2）補助率・補助額：補助率 2/3、補助上限 150 万円 

 

  ２．福岡県 ： 賃上げ実現に向けた福岡県中小企業生産性向上緊急支援補助金 

省力化・省エネ化により生産性を向上させ、賃上げを行う企業を対象にした補助金 

（1）対象者：以下のいずれにも該当する事業者 

①県が設置する「福岡県中小企業生産性向上支援センター」による支援を受けた事業者 

②業務プロセスの効率化及び省力化を意欲的に行うこと（装置、ソフト等の導入） 

③補助事業終了時までに、事業場内最低賃金を３０円以上引き上げること 

   （2）補助率・補助額：補助率 2/3、補助上限 200 万円 

 

  ３．熊本県 ： 熊本県中小企業者生産性向上緊急支援事業補助金 

最低賃金の改定に伴う賃上げを実施した又はする予定の事業者に対して、国・県の補助金に上乗せで補助 

（1）対象者：以下のいずれにも該当する事業者 

①令和５年４月１日以降に、国又は県の補助金の交付決定・採択を受けている者 

②令和５年１０月８日以降に事業場内最低賃金を８９９円以上に引き上げた、又は引き上げる予定の者 

   （2）補助率・補助額：交付決定・採択を受けた国又は県の補助金の種類によって変わる 

     ※例：持続化補助金（12 次）の通常枠で採択決定 → 補助率 7/30×0.5、補助上限 87,000 円 

 

 

上記、補助金の他、都道府県、市町村独自に給付金・補助金・支援金を出しているところもあります。 

J-Net21[中小企業ビジネス支援サイト]に、都道府県、市町村別に給付金・補助金・支援金情報が 

まとめてありますので、ネット検索で「jnet21 物価高騰対策」等と検索されてください。お手持ちの 

スマートフォンで右の QR コードを読み取っても該当ページにアクセスできます。 

（https://j-net21.smrj.go.jp/snavi/index.html） 

※最新情報等で、一部補助金・支援金の情報が反映されていない可能性があります。 

 

その他、新しい取り組みや大きな買い物、賃上げをご計画されていれば、何かしらの補助金、助成金が活用できる 

可能性があり、どういった補助金が使えそうか当社でお調べしてご提案いたしますので、まずは会計、労務の担当者 

か、補助金サポート担当の飯田までお尋ねください。（連絡先：096-323-7880） 
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持続化補助金、事業再構築補助金などの人気の補助金では NG となる車両の購入費用ですが、 

そんな車両に対して補助金、助成金が出る主な制度を以下に記します。 

（１）業務改善助成金 

生産性向上に資する設備投資等（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）を行うとともに、事業場 

内最低賃金を一定額（各コースに定める金額）以上引き上げた場合、その設備投資などにかかった費用の一部を 

助成する制度です。 

①助成金額：賃金を引き上げた人数と、引き上げた金額により変わる 

②主な要件：事業場内最低賃金と、地域別最低賃金の差額が 50 円以内の事業者 

③特例事業者（※）に該当していれば、乗用車や貨物車の購入にも助成金が出る 

※売上が前年比で減少している事業者や、物価高騰等の影響で利益率が低下している事業者 

制度の詳細は担当者までお尋ねください。 

 

（２）CEV 補助金（クリーンエネルギー自動車導入促進補助金） 

SDGｓ等で掲げられた目標実現に向け、クリーンエネルギー自動車の普及を促進するために、国が電気自動車等 

の購入に対して補助金を出す制度です。今後（令和 6 年 4 月 1 日以降）の募集も引き続き検討中の補助金です。 

なお、補助金額は購入する車両の種類によって変わります。制度の詳細は担当者までお尋ねください。 

 

 
現在、多くの行政手続が電子化（オンライン化）されており、現在非対応の手続きについても徐々に 

対応され始めることが考えられます。オンライン申請に対応した手続の例を以下に記します。 
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①小規模事業者持続化補助金 
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①船舶登録に関する申請 

②事業再構築補助金 ②雇入契約登録届出（船員法） 

③IT 導入補助金 

…その他、ほとんどの補助金で電子申請

が必須要件となります。 

上記の他、統計調査の提出もオンライン化

に対応しています。 
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①建設業許可・経営事項審査 

厾
叏
他
手
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①道路占用許可、道路使用許可申請 

②石綿事前調査結果報告 ②食品衛生申請等 

上記の他、統計調査の提出もオンライン化

に対応しています。 

③自動車保有関係手続 

※新規購入の他、譲渡等による所有者の変

更や登録抹消手続も含む。 

 

（１）オンライン申請のメリットは、時間・場所を気にせず行政手続を行うことが可能な点です。 

（２）一方で、デメリットはオンライン申請に関する知識や、IT 環境（パソコン等があり、インターネットに 

つながっている状態）が必要で、オンライン化に対応したくてもできないことが考えられます。 

（３）当社ではオンライン化に関するご相談も受けております。まずは担当までお気軽にご相談ください。 

IT 導入補助金、業務改善助成金等、補助金・助成金を活用してパソコンやソフトの導入も可能です。 

 

 

申請・届出等手続の電子化（オンライン化）について 

●右の QR コードから当社 HP にアクセスできます。お手持ちのスマートフォンから 
読み取ることで、当社のサポートに関する情報や過去の東京会計ニュースの閲覧の 
他、資金繰表など会計様式のダウンロードも可能です。 

●掲載している内容に関してお尋ねがある場合、まずは会計、労務の担当者まで 
ご連絡ください。     ※QR コードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 

車両の購入に使える補助金・助成金 


